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◆ はじめに

　地域連携パスは、多職種連携のも
と、ガイドラインに沿った標準化さ
れた治療を地域全体で共有すること
で、医療の質の担保やその向上を目
指したものである。また、パスを電
子化することで、疾患ごとのデータ
ベースをリアルタイムに構築でき、
それを解析することで、PDCAサイ
クルを回しつつ、より質の高いパス
へとレベルアップすることも期待さ
れる。さらに、蓄積されたデータ
ベースは疫学的な活用も期待されて
いる。ここでは、主に維持期にまで
拡大した当地区の地域連携電子化パ
スの運用を通しての、当地区医師会
の脳卒中への取り組みを紹介する。

◆ IT を活用した地域連携パス

　当地区では、2006年７月より、紙
ベースによる大腿骨近位部骨折地域
連携パス（以下大腿骨パス）の運用
を開始したが、当初より地域連携パ
スにIT化は不可欠との認識のもと、
07年２月には、紙を使わない完全に
電子化された大腿骨パスの運用を開
始した。比較的スピーディーに電子
IT化を実現できたのは、医師会の資
金面を含めた柔軟な対応、システム
ベンダーの早期介入、Net4Uで培っ
たセキュアネットワークが既に存在
していた、という当地区の特殊性に
よるところが大きいと考えている。
　電子化パスのしくみは、医師会に

設置したデータベースサーバーをイ
ンターネット・VPNを介して、関
連する施設間で共有するというもの
である。このシステムを利用するに
は、インターネットと接続された
PC、VPNソフトウエア、InfoPath
が必要となるが、使用料などの負担
はない。

◆ 研究会から協議会へ

　当地区の地域連携パスは、研究会
という比較的ルールの緩やかなボ
ランティア的組織として始動した
が、今後多くのパスを動かすには、
そのためには予算的裏付けのある
しっかりとした組織基盤が必要で
あるなどの理由から、09年４月、医
師会主導で庄内南部地域連携パス

推進協議会を設立した。意思決定機
関である運営委員会の下に、個別パ
ス委員会として、大腿骨近位部骨
折、脳卒中、糖尿病、５大がんのそ
れぞれの個別パス委員会が設置さ
れ、事務局（医師会内に設置）、デー
タマイニングチーム、ITサポート
が、運営委員会を補佐するかたちで
の組織構成となっている。活動とし
ては、月１回の運営委員会、全体会
（パス症例の検討、ミニレクチャー
など）、パスセミナー、個別パス委
員会などを開催している。地域の中
で、地域連携パスを継続的に運用す
るには、このような組織横断的、パ
ス横断的な組織母体は必要であり、
その際に医師会の役割は極めて重
要だと考えている。

脳卒中に見る医師会の役割
～地域連携パスにおける疾患データベースの構築とその応用～
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することで、当地区（実質的な２次
医療圏）における疾患データベース
が構築されることになり、疫学的に
も貴重なデータとなることが期待さ
れている。例えば脳卒中に関しては
パスを運用しデータを解析すること
で、当地区における脳卒中の発生率
や発症部位、予後などが容易に把握
できることになる。保健所の協力も
得ながらデータの解析も進んでお
り、年報というかたちで蓄積した
データを冊子として公開、配布して
いる。

◆ 維持期における
　アウトカムと疾病管理

　脳卒中の最大の危険因子は高血圧
であることは周知の事実であるが、
今回のデータ解析で、荘内病院に搬
送される脳卒中患者の30％が再発で

◆ 運用の実際

　大腿骨パスに続き08年12月から
は、急性期・回復期病院間での脳卒
中地域連携パス（以下脳パス）を、
さらに、09年10月からは維持期まで
拡大した脳パスの運用を開始した。
　維持期（主に診療所）においては、
ADL低下の防止、血圧コントロー
ルをアウトカム（目標）とし、外来
血圧、家庭血圧、服薬コンプライア
ンス、BIを重点フォロー項目とし
た。データの入力にはプルダウンメ
ニューを多用し、短時間入力が可能
で、診療所にあまり負担がかからな
いよう配慮した。なお、維持期医療
機関から急性期、回復期におけるパ
ス情報も参照可能である。運用時の
申し合わせとして、BIが10点以上
低下した場合、再リハビリを検討す
るようにしている。

◆ 脳卒中パスの運用実績

　急性期１病院、回復期５病院、維
持期27施設が参加。地域連携パスの
算定にかかわらず、急性期入院した
全ての脳卒中患者をデータベース化
している。08年11月から運用を開始
し、11年11月現在、パス登録件数は
1540件、うち維持期パスは750件で
ある。

◆ IT 化の必要性

　パスIT化の最大の効果は入力し
た情報をリアルタイムにデータベー
ス化できるため、いつでも情報を抽
出し、統計・評価を行うことが可能
になることにあると考えている。当
地区の地域的な特異性として、急性
期病院は市立荘内病院ひとつといっ
ても過言でないほど、救急患者は荘
内病院に集中していることが挙げら
れる。大腿骨近位部骨折にしろ、脳
卒中にしろ、ほとんどの患者は荘内
病院に緊急搬送あるいは紹介される
状況にある。それら患者を全て登録

あることが示された。今後、維持期
でのパス運用が、地域での血圧コン
トロールの改善につながり、脳卒中
再発率の低下に寄与することを期待
している。
　疾病管理とは、「ある特定の地域
や患者集団で疾患や病態について、
疾患別診療ガイドラインにそって､
関係保健医療職種と関係保健医療機
関が連携して、健康増進、予防、診
断､ 治療、リハビリについての最適
な組み合わせと最適な患者経路（ク
リティカルパス）を形成することで、
診療の質を維持向上させながら医療
費をコントロールするシステムのこ
とである（武藤、2000年）」とされ
ているが、当地区の取り組みが、ま
さに疾病管理として機能し、診療の
質の維持向上、さらには医療費の抑
制にまで及ぶことを少なからず期待
したい。

■ 脳卒中地域連携パスシステム　～維持期入力画面病診連携～
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